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平成１３年６月１１日 

   株 主 各 位 

東京都江東区南砂二丁目３６番１１号 

        川鉄情報システム株式会社 
取締役社長   富  島   正  

 

第１８回定時株主総会招集ご通知 

 
拝啓  時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。 

さて、当社第１８回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し

あげます。 
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後

記の参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、

平成１３年６月２５日までに当社に到着するよう折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 

 

１．日 時      平成１３年６月２６日（火曜日）  午前１０時 

 

２．場 所      東京都江東区東陽六丁目３番３号 

ホテルイースト２１東京 

 

３．会議の目的事項 

報告事項 第１８期（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）営業報告書、

貸借対照表および損益計算書の内容報告の件 

 

決議事項 

第１号議案 第１８期利益処分案承認の件 

第２号議案 定款一部変更の件 

議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」（14 頁）

に記載のとおりであります。 

第 3号議案 取締役７名選任の件 

第４号議案 監査役３名選任の件 

第５号議案 退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

 

以 上 

 （お願い） 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいます

ようお願い申しあげます。 



（添付書類） 
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営 業 報 告 書 
（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） 

 

１．営業の概況 

 

（１）営業の経過および成果 

【全般的概況】 

当期の我が国経済は、一部に緩やかな改善傾向が見られたものの、個人消費は回復に至らず、景気は依

然として足踏みの状態が続きました。 

情報サービス業界におきましては、インターネットを活用した製造・流通プロセスの効率化や顧客管理強化

等の新たなビジネスモデルへの移行が本格化したこと、ならびに金融機関を中心とした事業再編・統合に伴う

情報システムの再構築などにより、需要は堅調に推移いたしました。 

このような状況下にあって、当社は金融業界向けのシステムインテグレーション案件を中心に業績を順調に

伸ばすとともに、平成12年4月に策定した中期3ヵ年計画に基づき、「Eビジネスソリューション事業の大幅な

拡大」を目指した施策を講じました。すなわち、企業間 EC(*1)ソリューション分野、Web(*2)コンピューティング

分野、e-CRM（*3）ソリューション分野において、インターネットを用いたよりオープンな電子商取引の拡大や

顧客とのコンタクトチャネルの多様化など、市場ニーズを先取りした商品開発や戦略的な提携を行い、新たな

事業展開の布石を打ってまいりました。Web コンピューティング分野では、当社が開発しました Web アプリケ

ーション構築ツール「WebKCore」を適用した「ＡＳＰ（*4）による中小卸売業向け事業構造転換支援システム」

が情報処理振興事業協会の中小企業経営効率改善支援ソフトウェア開発・実証事業テーマに採択されるな

ど、同分野において当社の技術力は高い評価を得ております。 

人事制度においては、最大の経営資源である人の活力をより向上させるため、「企業目標に合致する個人

の目標の設定と管理」、「企業目標に対する貢献度の適正な評価」、「貢献度の処遇への適正な反映」を骨子

とする、業績主義人事制度を平成 12 年４月より実施しております。 

また、平成 13 年 3 月 8 日には会社設立以来の目標でありました東京証券取引所市場第二部への株

式上場を果たすことができました。 

 

【事業部門別概況】 

 当期における当社グループの事業部門別の営業成績は以下のとおりであります。 

＜ビジネスアプリケーション・システム事業部門＞ 

当社のシステム構築技術力が顧客から高い評価を受け、金融業界向けを中心にシステムインテグレー

ション案件の受注量が増大したことにより、売上高は前期比 4.7%増の 22,912 百万円となりました。  

＜プロダクトベース・ソリューション事業部門＞ 

EC・EDI(*5)システム事業、データマート(*6)ソリューション事業、電子帳票システム事業などで順調に

受注を伸ばし、売上高は前期比 12.1%増の 5,095 百万円となりました。なお、ＮＴＴ国際通信株式会社、

米国スターリング・コマース社と共同でＦＳを実施していたＥＣ運用サービス事業につきまして

は、事業化を行わない方向で合意いたしました。 
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以上の結果、当期の売上高は前期比 5.9%増の 28,007 百万円、経常利益は前期比 25.9%増の 1,306 百万

円、当期利益は前期比 58.9%増の 653 百万円となりました。 

当期の利益配当金につきましては、株主の皆様のご期待にお応えするため、前期より 2,500 円増配して 1

株当たり 10,000 円とし、さらに上場記念配当 2,000 円を加え、1 株当たり 12,000 円で株主総会にお諮りする

ことにさせていただきました。何卒ご了承賜りますようお願い申しあげます。 

 

(*1)EC：Electronic Commerce。電子商取引。インターネットなどのオープンなネットワーク環境において、電子

的に、取引から資金決済まで同時に処理するシステム。個人と企業、企業と企業の間の商取引や決済

などを電子化して行う。 

(*2)Web：ハイパーテキスト形式の分散情報システム。ハイパーテキストは文書の中にポインタを設けて、そのポ

インタからほかの文書や図にジャンプするリンクを設けた構造になっており、世界中に分散している情

報を相互にリンクすることができる。 

(*3)CRM：Customer Relationship Management。顧客との関係を密接にして、販売促進につなげること。 

(*4)ASP：Application Service Provider。経理や営業、在庫管理や物流などのアプリケーションシステムとそれに

付随する各種サービスを、ネットワークを介して顧客に提供するというサービス形態。 

(*5)EDI：Electronic Data Interchange。電子データ交換。企業間の受発注や見積もりなど企業間の商取引をデ

ジタル化し、ネットワークを通じてやりとりする仕組みのこと。 

(*6)データマート：意思決定支援のためのデータベース。顧客情報など、様々なデータを統合・蓄積し、それら

の情報を分析することにより、方向性や、法則性を発見し、ビジネス上の意思決定に活用する。 

 

（２）過去 3年間の業績および財産の状況の推移 

 第１５期 

平成 9 年 4 月 1 日から 

平成 10 年 3 月 31 日まで 

第１６期 

平成 10 年 4 月 １日から

平成 11 年 3 月 31 日まで

第１７期 

平成 11 年 4 月 １日から 

平成 12 年 3 月 31 日まで 

第１８期（当期） 

平成 12 年 4 月 １日から

平成 13 年 3 月 31 日まで

売上高  （千円） 26,734,162 27,341,461 26,435,449 28,007,697

経常利益（千円） 767,974 829,767 1,037,212 1,306,328

当期利益（千円） 312,974 387,487 411,084 653,090

１株当たり当期利益 14,955 円 56 銭 27,430 円 81 銭 28,436 円 93 銭 44,855 円 10 銭

純資産  （千円） 3,123,119 3,887,632 4,214,111 5,999,503

総資産  （千円） 13,187,488 13,370,693 13,244,047 13,482,595

（注） ① １株当たり当期利益は期中の平均株式数に基づき算出しております。 

② 第１７期の経常利益の増加は、ビジネスアプリケーション・システム事業部門において、開発生産性の

向上およびリスク管理の強化により、利益率が向上したことによるものです。 

③ 第１７期の当期利益につきましては、本社移転費用等の特別損失が発生したため、経常利益の大幅な

増加にもかかわらず、前年比若干の増加にとどまりました。 

④ 第 18 期（当期）の状況につきましては、前記「１．営業の概況」に記載のとおりであります。 



 4

（３）設備投資の状況 

当期における主な設備投資は下記のとおりであります。なお、これらの投資に係るコンピュータ等は機器メ

ーカーよりレンタルを受けております。 

① 西日本事業所 管理系磁気ディスク装置の更新 

② 千葉事業所 ホストコンピュータ磁気ディスク装置の更新 

 

（４）資金調達の状況 

当社は平成１３年３月８日に東京証券取引所市場第二部に上場いたしました。この上場に際して1,250株の

新株式を発行し、1,233,750 千円を調達いたしました。この増資による手取金については、全額を借入金の返

済に充当いたしました。 

 

（５）会社が対処すべき課題 

情報サービス業界は、今後も情報・通信技術の革新を背景とした経済・事業構造改革がさらに進行し、産

業、公共分野の情報化投資が増加するものと予想されますが、同時に情報システムの付加価値、品質に対

する顧客からの要求はより厳しさを増していくものと思われます。 

このような環境の下、当社は製造業を母体とするユーザー系システムインテグレーターとしての強みを活か

し、「Ｅビジネスソリューション事業の大幅な拡大」という中期方針に沿った事業展開を行ってまいります。さら

に「日本一品質の高いシステムインテグレーター」を目指して、顧客の競争力強化につながる価値ある情報サ

ービスを提供すべく、人材の育成・獲得やパートナー戦略の推進に努めてまいります。 

 

２．会社の概況 （平成１３年３月３１日現在） 

 

（１）主要な事業内容 

当社はコンピュータシステムの企画、設計、開発、運用保守を行なうシステム・インテグレーション（以下ＳＩと

いう）を主たる業務としております。ＳＩ事業のうち、対象分野および業務形態の違いから、さらにビジネスアプリ

ケーション・システム事業部門とプロダクトベース・ソリューション事業部門の２事業部門に分類しております。 

ビジネスアプリケーション・システム事業部門およびプロダクトベース・ソリューション事業部門の概要は次の

とおりであります。 

＜ビジネスアプリケーション・システム事業部門＞ 

各業種・分野の業務システムを対象とし、顧客の多様な業務ニーズに対応したＳＩを行なっております。 

（主な対象分野） 

・ 製造、流通向け：販売・生産管理システム、物流・在庫管理システム、設備制御システム、人事管理シ

ステム、原価管理システム 等 

・ 金融業界向け：勘定系システム、年金システム、データベース更新 等 

・ 自治体向け：介護保険導入対応 等 

・ 病院向け：医薬品・医用材料在庫管理システム 等 
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＜プロダクトベース・ソリューション事業部門＞ 

ネットワークやデータベースなど重要な技術分野におけるソフトウェア商品の開発、販売およびそれらを

適用したＳＩを行なっております。 

（主な対象分野） 

・ ＥＣ・ＥＤＩシステム（電子商取引、電子データ交換） 

・ コンタクトセンターシステム（電話、インターネットとコンピュータの連繋） 

・ データウェアハウスシステム（データ分析） 

・ 電子帳票システム（帳票データの電子化） 

・ 情報通信ネットワークの構築、運用 

 

（２）主要な事業所等 

本社 東京都江東区 

事業所等 東京事業所（港区）、関西事業所（神戸市）、千葉事業所（千葉市）、 

 西日本事業所（岡山県倉敷市）、中部事業所（愛知県半田市）、 

 幕張システムプラザ（千葉市）、豊田事務所（愛知県豊田市） 

 

（３）株式の状況 

①会社が発行する株式の総数  67,610 株 

②発行済株式の総数   15,706 株 

（注） 平成１３年３月８日東京証券取引所市場第二部株式上場にともなう公募により、1,250 株増

加しました。 

③当期末株主数    2,271 名 

④大株主 

当社への出資状況 当社の大株主への出資状況

株   主   名 所有株式数
（株） 

持株比率 
（％） 

所有株式数 
（株） 

持株比率 
（％） 

川崎製鉄株式会社 10,433 66.43      －      － 

川鉄情報システム社員持株会       989 6.30      －      － 

川鉄商事株式会社       300 1.91      －      － 

アトラス情報サービス株式会社       100  0.64      －      － 

川鉄アドバンテック株式会社       100  0.64     3,500  0.57 

川鉄電設株式会社 100  0.64      －      － 

川鉄物流株式会社       100  0.64      －      － 

川鉄マシナリー株式会社       100  0.64      －      － 

中央三井信託銀行株式会社       100  0.64      －      － 
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（４）従業員の状況 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

1,350 名 ＋6 名 38.5 才 9.4 年 

(注) 従業員数には、社外よりの受入出向者 557 名および、社外への出向者 3名を含んでおります。 

 

（５）企業結合の状況 

①親会社との関係 

当社の親会社は川崎製鉄株式会社であり、同社は当社の株式を 66.43％所有しています。 

また、当社は同社の情報システム関連の企画・設計・開発・運営業務を受託しております。 

 

②子会社持分の譲渡 

当社の唯一の連結子会社であった北京科宝系統工程有限公司につきましては、中国でのシステム開発コ

スト上昇などの経営環境の変化に対応した事業再編を行った結果、平成13年 1月 1日および 4月 1日に当

社出資持分をすべて中国側出資者である北京市北科信息処理公司に譲渡し、この結果子会社ではなくなり

ました。 

なお、北京科宝系統工程有限公司の平成 12 年 12 月期の売上高は 443 百万円(*)、当期損失は 10 百万

円(*)であります。 

  (*) 平成 12 年 12 月末の為替レートにより円換算いたしております。 

 

（６）主要な借入先 

借入先が有する当社の株式 
借入先 借入額（千円） 

株式数 持株比率 

株式会社第一勧業銀行 900,000 ― 株 ― ％

株式会社東京三菱銀行 420,000 ―  ―  

中央三井信託銀行株式会社 268,000 100  0.64  

株式会社日本興業銀行 100,000 ―  ―  
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（７）取締役および監査役 

地 位 氏 名 担当または主な職業 

取締役社長 富 島  正 代表取締役 

専務取締役 佐 藤  廣 武 第２事業部門（第２総括部、グループ情報化推進部、関西グループ情報化推

進部、東京事業所、関西事業所、千葉事業所、西日本事業所、中部事業

所、プロコン開発部、海外熱延プロジェクト）の管掌 

第２総括部の担当 

常務取締役 坂 倉  彰 一 第１事業部門（第１総括部、コンサルティング部、システムインテグレーション

事業部、ネットワークソリューション事業部、コンタクトセンターソリューション事

業部、豊田事務所）の管掌 

第１総括部、コンサルティング部、システムインテグレーション事業部および豊

田事務所の担当ならびにコンサルティング部長およびシステムインテグレーシ

ョン事業部長 

取 締 役 市 川  勲 西日本事業所、および中部事業所の担当ならびに西日本事業所長 

取 締 役 馬場 佐喜二 グループ情報化推進部、関西グループ情報化推進部、東京事業所および関

西事業所の担当ならびに東京事業所長 

取 締 役 喜 多  正 之 ネットワークソリューション事業部の担当ならびに同事業部長 

取 締 役 今 村  俊 一 コンタクトセンターソリューション事業部の担当ならびに同事業部長 

取 締 役 三 浦  克 己 総務部、業務部および企画人事部の担当ならびに企画人事部長 

取 締 役 船 谷  幹 夫 千葉事業所、プロコン開発部および海外熱延プロジェクトの担当ならびに千

葉事業所長 

取 締 役 南 部 正 悟 品質技術管理部および技術開発部の担当ならびにシステムインテグレーショ

ン事業部副事業部長（ビジネスシステム開発部、ＣＴ プロジェクト、ＪＣ プロジ

ェクト、ＤＫ プロジェクトの担当） 

幕張システムプラザ所長 

取 締 役 馬 田  一 非常勤 

監 査 役 三 浦  恒 常  勤 

監 査 役 小 畑  良 夫 常  勤 

監 査 役 野 中  和 夫 非常勤 

監 査 役 染 矢  洋 非常勤 

（注１） 当期中に新たに選任された監査役 

監査役 小畑 良夫（平成１２年６月３０日 新任） 

監査役 染矢   洋（平成１２年６月３０日 新任） 

（注２） 当期中に辞任した監査役 

監査役 ・ 下 秀男（平成１２年６月３０日 辞任） 

（注３） 監査役 小畑良夫、野中和夫、染矢洋の３氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律」第１８条第１項に定める社外監査役であります。 

 

（８） 決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実 

特に記載すべき事項はありません。 

 

（注）本営業報告書中の表示数字未満の端数の取扱いは、金額については切り捨て、比率その他の数値につい

ては四捨五入としております。 



第  １8  期     　貸    借    対    照    表

（平成１３年３月３１日現在）
（単位：千円）

科     目 金     額 科     目 金     額

（資産の部） （負債の部）
流  動  資  産 8,189,052 流  動  負  債 6,214,959
現 金 及 び 預 金 735,636 買 掛 金 1,379,989
受 取 手 形 192,005 短 期 借 入 金 1,208,000
売 掛 金 5,731,013 未 払 金 1,277,419
仕 掛 品 946,111 未 払 費 用 1,431,052
貯 蔵 品 233,769 未 払 法 人 税 等 333,457
繰 延 税 金 資 産 278,000 未 払 消 費 税 等 286,588
そ の 他 の 流 動 資 産 87,015 前 受 金 212,286
貸 倒 引 当 金 △14,500 預 り 金 49,618

固  定  資  産 5,293,542 そ の 他 の 流 動 負 債 36,548
有形固定資産 2,682,762 固  定  負  債 1,268,132
建 物 1,783,458 長 期 借 入 金 480,000
機 械 装 置 134 退 職 給 付 引 当 金 788,132
車 両 運 搬 具 68 負　債　合　計 7,483,092
器 具 及 び 備 品 51,798
土 地 847,302 （資本の部）
無形固定資産 1,428,575 資    本    金 1,390,957
営 業 権 72,600 法 定 準 備 金 2,008,135
特 許 権 90 資 本 準 備 金 1,959,235
商 標 権 1,538 利 益 準 備 金 48,900
ソ フ ト ウ ェ ア 1,108,348 剰    余    金 2,593,438
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 183,663 別 途 積 立 金 1,760,000
電気通信施設利用権 40,958 当 期 未 処 分 利 益 833,438
電 話 加 入 権 21,376  （うち当期利益） (653,090)
投   資   等 1,182,204 6,972
投 資 有 価 証 券 90,500 その他有価証券評価差額金 6,972
長 期 前 払 費 用 522,751
繰 延 税 金 資 産 182,972
敷 金 ・ 保 証 金 288,619
会 員 権 171,125
そ の 他 の 投 資 等 20,876
貸 倒 引 当 金 △94,640 資　本　合　計 5,999,503
資　産　合　計 13,482,595 負債及び資本合計 13,482,595

(注) 金額表示については、千円未満の端数を切り捨てております。

評 価 差 額 金
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第18期   損    益    計    算    書

平成12年4月  1日から
平成13年3月31日まで

（単位：千円）

科       目 金          額

（経常損益の部）

営業損益の部

営業収益

売上高 28,007,697

営業費用

売上原価 23,363,199

販売費及び一般管理費 3,194,354 26,557,554

営業利益 1,450,143

営業外損益の部

営業外収益

受取利息及び配当金 959

その他の営業外収益 37,972 38,932

営業外費用

支払利息 40,439

その他の営業外費用 142,308 182,747

経常利益 1,306,328

（特別損益の部）

特別利益

貸倒引当金戻入益 3,500

特別損失

会員権評価損 119,738

税引前当期利益 1,190,090

法人税、住民税及び事業税 576,000

法人税等調整額 △39,000

当期利益 653,090

前期繰越利益 180,348

当期未処分利益 833,438

(注) 金額表示については、千円未満の端数を切り捨てております。
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注記事項

１．重要な会計方針

（1）資産の評価基準及び評価方法
有価証券　
その他有価証券
　時価のあるもの　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法
　　（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの　　移動平均法による原価法
棚卸資産　　個別法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産　　定率法
無形固定資産　　定額法
長期前払費用　　均等償却
　ただし、無形固定資産のソフトウェアのうち社内利用分については社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法によっております。また、市場販売目的のソフトウェ
アについては販売可能な見込み有効期間（３年内）に基づく定額法によっております。

（3）繰延資産の処理方法
新株発行費
支出時に全額費用として処理しております。

（4）引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。
退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。
　なお、会計基準変更時差異（21,372千円）については、当期に一括して収益処理して
おります。

（5）消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．追加情報

（1）金融商品会計
　当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成11年1月22日））を適用しております。この変更に伴い、従来
の方法によった場合に比べ、税引前当期利益は119,738千円少なく計上されております。

（2）退職給付会計
　当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成10年6月16日））を適用しております。
　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用は128,274千円少な
く、経常利益及び税引前当期利益は同額多く計上されております。
　また、退職給与引当金は退職給付引当金に含めて表示しております。
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